
社員旅行をお考えの
皆様へ朗報です！

社員旅行への従業員の参加割合が５０％
を超えない場合でも、所得税を課せられ
ないケースが明確化されました。

社員旅行の費用を会社が負担する場合、①４泊５日以内、
②参加割合が５０％以上の場合には、社員が受ける経済的
利益に対する所得税を原則として課税しないこととされて
いるため、参加割合が５０％を切る場合には所得税を課せ
られる心配がありました。

今般、国税庁により、参加割合が３８％のケースに
関しても所得税を課税しないことが明確化さ
れたことにより、一般的な社員旅行を企画した場合に５
０％の参加割合が見込めないときにあっても、少なくとも
参加割合が３８％を確保できれば所得税の課税を心配せず
に社員旅行を実施することができるようになりました。
※ 詳細については裏面をご確認ください。

リモートワークやデジタル化の進展により、
職員間のリアルコミュニケーションの重要性が

改めて注目されています。
この機会にぜひ社員旅行をご検討下さい！

日本ホテル協会



国税庁タックスアンサーNo.2603 （2022年12月新規追加）
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/gensen/2603_qa.htm

「従業員の参加割合が50%未満である従業員レクリエーション旅行」

[令和4年12月1日現在法令等] 

Ｑ．

当社では、福利厚生規程において、レクリエーション旅行を年に１回行うことを定める
とともに、その旅行費用の一部を負担することを定めています。
この度、総務担当者が福利厚生規程に基づき全従業員を対象とした国内旅行を計画し、全
従業員を対象に参加者を募集したところ、従業員の都合等により、参加割合は38％になり
ました。
この場合、旅行に参加した従業員が受ける経済的利益については、給与として課税対象
となりますか。
※ 旅行の内容
イ 旅行の目的等：社内の親睦と従業員の勤労意欲向上を目的として行われるレクリ

エーション旅行（私的な旅行とは認められないもの）
ロ 旅行期間：３泊４日
ハ 費用及び負担状況：旅行費用15万円(内使用者負担７万円)
二 参加割合：38％

Ａ．

旅行に参加した従業員が受ける経済的利益については、旅行の企画立案、主催者、旅行
の目的・規模・行程、従業員等の参加割合・使用者及び参加従業員等の負担額及び負担割
合などの旅行の内容を総合的に勘案して、社会通念上一般に行われているレクリエーショ
ン旅行と認められるもので、少額の現物給与は強いて課税しないという少額不追求の趣旨
を逸脱しないものであると認められるものについては、旅行に参加した従業員の給与とし
なくてもよいことになっています。
ご質問の旅行については、会社の福利厚生規程に基づき、全従業員を対象に参加者を募
集し、年間のレクリエーション行事の一環として会社主催で行われるものであり、社内の
親睦と従業員の勤労意欲向上を目的として行われるものです。また、旅行の期間は３泊４
日であり、旅行の費用は15万円（使用者負担７万円、従業員負担８万円）となっています。
これらのことを踏まえれば、ご質問の旅行については、社会通念上一般に行われている
レクリエーション旅行と認められ、従業員が受ける経済的利益も少額と認められますので、
従業員の参加割合が50％未満であっても、その旅行に係る経済的利益につ
いては、課税しなくて差し支えありません。

【ご参考】


